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教員向けアンケートの概要

教員のチャレンジや働き方改革等の促進に向けた具体的な方策の検討に当たり、教員の声を

反映するとともに、教員・学校現場の実情を県民に対して示すことで、県全体で教員を支え

ていこうという機運醸成を図る

目 的

調査対象
小学校、中学校、義務教育学校、高等学校及び特別支援学校に勤務する管理職及び授業を

お持ちの教員

調査方法

一般的な標本調査※１で用いられる手法の一つである、層別抽出※２に準じて実施

（校種別の教員数や地域等、母集団（長野県内の教員）の特性を考慮）

※１ ある集団の中から一部の調査対象を選び出して調べ、その情報を基に、元の集団全体の状態を推計するもの

※２ 母集団を複数の層（グループ）に分け、各層から必要な数の調査対象を無作為に抽出する方法

調査項目

・「教員用」、「管理職用」に分けて調査票を作成

・働き方や教員研修の現状、仕事の満足度等について、TALIS（OECD国際教員指導環境

調査）を参考に調査

調査期間 ７月上旬から概ね１か月間

配布・回答数
配布数：2,028人

回答数：1,054人（教員：776人、管理職：278人） ※回答率：52.0％

留意事項
・本アンケートは、学校名や個人名を記入する項目はなく個人が特定されることはない

・回答は強制ではなく、協力いただける方に任意で回答をいただいたもの
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■全体として仕事への満足感は感じており、また、現在の学校の仕事での楽しさも感じているが、教職が

社会的に評価されているとは感じておらず、給与・福利厚生・諸手当に満足していない

■業務でストレスを感じているのは、事務業務が多すぎること及び保護者の懸念に対応すること

■予算が増加した場合に優先すべき事項として「教職員の増員による学級規模の縮小」を重視している

■それぞれの学校種に応じた内容の研修の必要性は高く感じているが、参加に当たっての障壁としてスケ

ジュールが合わないことを共通して挙げている

共通項：教員

■質の高い指導の実現を妨げることとして「教員の時間的・精神的余白や余裕の不足」を挙げている

■業務でストレスを感じているのは、事務業務が多すぎること及び保護者の懸念に対応することに加え、

国や地方自治体からの要求の変化に対応することも上位に挙げられる

■国や地方自治体からの人的・物的資源及び地理的条件等に関する給与手当の支援を望んでいる

■第４次教育振興基本計画の推進に当たって「教員のウェルビーイング向上のための働き方改革」を最も

重要視している

共通項：管理職

特徴：高等学校特徴：特別支援学校

■教員は「個に応じた指導法」を研修で重要視

■管理職は「教員間の連携の向上」や「探究や

多様な学びの推進方法」の研修も重要視

■物理的な施設設備の充実や修繕の支援を重視

■T・Tや学級・学年をまたぐ実践が多い

■福祉機関等との連携の推進を重視

アンケート結果に係る全体的な傾向

3



■教員が業務上ストレスを感じるのは、事務業務及び保護者対応

■予算増額後に望む支援の上位３つは、「教職員の増員による学級規模の縮小」「教員の給与増額」

「補助的な職員の増員による、教員の事務的な業務の軽減」

■研修は特別な支援を要する児童生徒への指導や教科の知識・指導法に必要性を感じているが、参加に当

たってはスケジュールを障壁に感じている

■全体として仕事に満足しており、現在の学校の仕事での楽しさも感じているが、教職が社会的に評価さ

れているとは感じておらず、給与・福利厚生・諸手当に満足していない

ポイント

グラフ②

■業務上ストレスに感じること ■教育予算が５％増加した際に優先すべき支出

サマリー：教員（小学校・中学校・義務教育学校・特別支援学校）
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■質の高い指導の確立に向けて「教員の時間的・精神的余白や余裕の不足」「地理的条件や特定の業務へ

の手当の不足」「特別な支援を要する児童生徒への指導能力を持つ教員の不足」を特に障壁としている

■国や地方自治体から、支援員・教材の付与・施設の修繕費、地理的条件や特定の業務に関する給与手当

等のより多くの支援を要望している。また、自身の給与や福利厚生等については満足してない

■第4次教育振興基本計画の推進には「教員のウェルビーイング向上のための働き方改革」「福祉分野等

との連携による困難や悩みを抱える子どもへの支援」「探究を核とした学びを推進するための教員自ら

が学ぶ研修の充実、教職員の資質向上」の３つを特に重視している

ポイント

グラフ②

サマリー：管理職（小学校・中学校・義務教育学校・特別支援学校）

■質の高い指導を行う上で妨げになっていること ■諸手当について
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■全体として仕事に満足しており、現在の学校の仕事での楽しさも感じているが、教職が社会的に評価さ

れているとは感じておらず、給与・福利厚生・諸手当に満足していない

■予算増額後に望む支援の上位３つは、「教職員の増員による学級規模の縮小」「教員の給与増額」

「学校施設設備の充実」

■教員が業務上ストレスを感じるのは、事務業務及び保護者対応

■研修は個に応じた指導法や教科の知識・指導法に必要性を感じているが、参加に当たってはスケジュー

ルを障壁に感じている

ポイント

グラフ②

サマリー：教員（高等学校）

■諸手当について ■教育予算が５％増加した際に優先すべき支出

6

グラフ②



■質の高い指導の確立に向けて「教員の時間的・精神的余白や余裕の不足」「ミドルリーダー等組織の

核となる教員の未配置、年齢構成」「地理的条件や特定の業務への手当の不足」を特に障壁としている

■国や地方自治体から、支援員・教材の付与・施設の修繕費、地理的条件や特定の業務に関する給与手当

等のより多くの支援を要望している。また、自身の給与や福利厚生等については満足してない

■第４次教育振興基本計画の推進には「教員のウェルビーイング向上のための働き方改革」「これからの

時代に向けた高校改革・学びの改革の推進」「福祉分野等との連携による困難や悩みを抱える子どもへ

の支援」の３つを特に重視している

ポイント

グラフ②

サマリー：管理職（高等学校）

■質の高い指導を行う上で妨げになっていること ■諸手当について
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■学校段階・教員・管理職に共通して全体で最も多かった意見が、個別最適な学びの推進や教職員の負担

軽減に向けた「教職員数の確保及びクラスサイズの縮小」に関わる意見。定数にこだわらない教職員

の増員や支援職員の配置、20名～25名程度の少人数学級の実現などの意見が見られた。

■２番目に多かったのが教職員の余裕・余白の確保や資質向上・教職の魅力向上に向けた「教職員の働

く環境及び処遇の改善」に関わる意見。また、それに続く形で３番目には多かったのが「学校の担う

べき役割や業務の精選」に関わる意見。労働環境の改善では、長時間労働等による過大な負担の改善

・軽減だけでなく空調設備の未整備や改修の要望、ICT端末のスペック・インターネット環境の強化な

どハード面の改善・充実の意見も見られた。処遇の改善については、給与の増額、残業代や各種諸手当

の充実の意見が見られた。役割や業務の精選については教員が教材研究や授業づくりに専念できるよう、

学校の担うべき役割を明確にし、外部と手を組みながら業務を絞る必要があるとする意見が見られた。

■そのほかにも、「個別最適な学びや多様な学び等の推進に向けた制度改革」に関わる意見や豊かな学習

環境の確保を目指した「統合・再編を含む人口減少下の新たな学校の在り方の模索」に関わる意見など、

これまでの学校教育を規定してきた制度等をそもそも見直すべきではないかとする意見も見られた。

また、学校だけでなく多様な関係者・機関でこどもを支えることが重要だとする「地域や多様な関係

者・関係機関を巻き込んだ学びの環境づくり」に関わる意見も見られている。

全体的な傾向

自由記述回答集計：全体的な傾向
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教職員・支援人材等の十分なリソース確保、教職員の労働環境・処遇の改善、諸制度や「学校・教育」の

問い直し、関係者や関係機関を巻き込んだ学びの環境づくりといった意見が多く見られた。



主な分類

■教職員数の確保・クラスサイズの縮小（個別最適な学びの推進と負担軽減等）：76件

■教員の労働環境・処遇改善：49件

■学校・教員が本来担うべき業務や役割の精選・効率化：28件

■抜本的な制度・意識改革が必要（カリキュラムの見直し、そもそもの公教育の在り方の検討等）：23件

■アンケート等の調査が負担になっている：21件

■教員の負担軽減施策（副担任や外部委託等のサポート施策、部活動の地域移行、労働時間の短縮等）：18件

■個別最適な学びの推進：13件

■多様な機関との連携推進：９件

■教員の資質向上：９件

■国・県による教育予算の拡充：８件

自由記述回答に係る主な分類：教員（小学校・中学校・義務教育学校・特別支援学校）
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子どもの多様性に向き合い、個別最適な学びの環境を生み出すために、教員の余白・余裕を生み出すべき

だという意見が目立った。アンケート等調査の負担軽減や部活動の地域移行の推進、副担任や外部委託に

よるサポートの充実など、具体的に教員をサポートする意見が見られたほか、多様な機関との連携協働の

推進、教職員の意識改革、ICT環境の整備、管理職への支援など学校現場の課題に取り組むうえで丁寧な支

援が必要と思われる事項が多く並んだ。



■教職員・支援人材の十分な数の確保（労働環境改善・個別最適な学びの推進・教員の意欲向上）：26件

■地域連携・協働の推進、地域に根差した学校づくり：16件

■働き方改革・労働環境の整備推進：11件

■個別最適な学びの実現に向けた環境整備（カリキュラムの見直し等）：８件

■統廃合を含めた人口減少下での新たな学校のあり方の模索：７件

■各学校の特色化推進・組織力の向上とそれに合わせた支援の実施：７件

■教職員・関係者の意識改革：６件

■教職員の質の担保に向けた処遇改善：６件

自由記述回答に係る主な分類：管理職（小学校・中学校・義務教育学校・特別支援学校）
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主な分類

リソースを十分に確保することを大前提に、地域との協働、働き方改革を進め、学校をエンパワーメント

していくことを求める意見が目立った。そのうえで、探究や個別最適な学びに向けたカリキュラムの見直

し、教科担任制やコミュニティスクールの推進、学校内フリースクール設置等を含み各学校の特色化・多

様化を図ることにも触れられている。また、教職員・管理職の魅力化に向けた働き方改革や処遇改善、教

職員の意識改革等の意見も見られた。



■教職員数の確保・クラスサイズの縮小（個別最適な学びの推進・教員の負担軽減）：28件

■教員の労働環境・処遇の改善：26件

■学校・教員が本来担うべき業務や役割の精選・効率化：17件

■部活動の実施意義の問い直し・負担軽減：９件

■教育への予算の拡充：８件

■人口減少下の新たな教育・学校の在り方の模索：６件

■個別最適な学び、探究の推進：５件

■地域や多様な機関との連携推進：５件

■アンケート等の調査が負担になっている：４件

自由記述回答に係る主な分類：教員（高等学校）
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主な分類

探究の推進や働き方改革に向けて教職員数の確保と少人数学級の推進が求められており、労働環境・処遇

の改善では空調の不在や老朽化など施設設備の充実等の意見も目立った。また、様々な「○○教育」や事

務業務の削減など学校・教員の担うべき業務・役割の精選、部活動の実施意義の問い直しと負担軽減など

教員が子どもに向き合うための環境整備、人口減少下の新たな教育・学校の問い直し等そもそもの教育の

役割の見直しにも触れられている。



■教職員数の確保・クラスサイズの縮小（個別最適な学びの推進・教員の負担軽減等）：24件

■学校再編の推進：18件

■抜本的な制度・意識改革の推進

（個別最適な学び、主体的で対話的な学び、ICTの活用推進、教員の意識改革など）：15件

■学校・教員が本来担うべき業務や役割の精選・効率化：13件

■人口減少下の新たな教育・学校の在り方の模索：11件

■教育への予算拡充：10件

■教職員の労働環境・処遇改善：９件

■多様な機関・人材との連携による学校・学びの環境づくり：７件

自由記述回答に係る主な分類：管理職（高等学校）
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主な分類

個別最適な学び・協働的な学び・働き方改革を一体的に推進するためにも、教職員数の確保と少人数学級

の実現を最優先としつつ、学校再編やカリキュラム等を含む抜本的な制度・意識改革といった、そもそも

の高等学校教育の在り方や環境を再度見つめ直す意見が見られた。そのうえで、学校や教員が担うべきこ

との精選や、教育予算の拡充・教職員の労働環境・処遇改善などを学校のエンパワーメント、多様な機

関・人材との連携した学びの環境づくり、一人ひとりの特性・背景に合わせた学びの在り方の検討といっ

たことにも触れられている。



参考資料：OECD国際教員指導環境調査（TALIS）2018調査結果との比較 参考

設問 項目 長野 全国※１

仕事全般について以下のことはどの程度当てはま
りますか

（「当てはまる」及び「非常に良く当てはまる」の回答の合計）

全体としてみれば、この仕事に満足している 74.1% 83.5%

現在の学校での仕事を楽しんでいる 72.9% 79.2%

教職は社会的に高く評価されていると思う 23.1% 35.3%

以下のことはどの程度当てはまりますか

（「当てはまる」及び「非常に良く当てはまる」の回答の合計）

職務に対して支払われる給与に満足している 24.7% 43.1%

給与以外の教員としての雇用条件に満足している（例：福利厚生、勤務時間） 37.9% 42.8%

あなたの学校の業務に関して以下のことはどの程
度ストレスに感じますか※２

事務的な業務が多すぎること（例：書類への記入） 84.9%※２ 88.5%※２

保護者の懸念に対応すること 83.0%※２ 87.5%※２

設問 項目 長野 全国※１

あなたが仕事全般についてどのように感じている
かをお尋ねします。以下のことはどの程度当ては
まりますか

（「当てはまる」及び「非常に良く当てはまる」の回答の合計）

全体としてみれば、この仕事に満足している 84.1% 92.1%

現在の学校での仕事を楽しんでいる 74.3% 87.4%

教職は社会的に高く評価されていると思う 22.3% 45.1%

以下のことはどの程度当てはまりますか

（「当てはまる」及び「非常に良く当てはまる」の回答の合計）

職務に対して支払われる給与に満足している 31.3% 32.7%

給与以外の校長（副校長・教頭）としての雇用条件に満足している（例：福利
厚生、勤務時間）

31.0% 46.2%

あなたの学校の業務に関して以下のことはどの程
度ストレスに感じますか※２

事務的な業務が多すぎること（例：書類への記入） 84.8%※２ 90.9%※２

保護者の懸念に対応すること 84.2%※２ 94.4%※２

国、地方自治体からの要求の変化に対応すること 77.0%※２ 92.3%※２

管理職

教 員

■OECD国際教員指導環境調査（TALIS）2018は、2018年に実施され、公立、私立及び国立の小学校及び中学校を対象としたものである。

■一方で、今回長野県で実施した調査は、公立の小学校、中学校、義務教育学校、特別支援学校及び高等学校を対象としたものである。

■このように、時代背景や社会状況が異なることに加え、 TALIS調査では取得していない学校種の教職員にも調査を行っていること、さらには長野県の実態に合わ

せて独自設問の追加や設問内容の修正を行っていることから、TALIS調査における全国平均数値との単純比較はできないため、あくまで参考資料としての取扱いと

している。

※１ 全国平均はOECD，TALIS，2018データベースより事務局にて作成

※２ 「長野」の数値は「感じる」及び「かなり感じる」、「全国」の数値は「いくらか感じる」、「かなり感じる」及び「非常に良く感じる」と異なる指標に基づく

回答の合計のため参考値
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